
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　超音波信号あるいは高周波信号あるいは光信号を利用した移動体検知システムにおいて
、
　超音波信号あるいは高周波信号あるいは光信号を発信するための発信手段と、当該発信
手段から発信された超音波信号あるいは高周波信号あるいは光信号を受信するための受信
手段から構成され、
　 発信手段と受信手段の少なくともいずれか一方が移動体に装着されあるいは移動体
によって携帯され、
　当該発信手段が発信する信号が少なくとも当該発信手段を識別するための識別用信号と
測定のための測定用信号から構成され、
　

　
　 発信手段あるいは受信手段あるいはこれらの両方が、 測定用信号の搬送波信号
あるいは副搬送波信号の１波長以下の間隔で配置された複数のアンテナあるいは複数の送
受波器と、当該複数のアンテナあるいは複数の送受波器を周期的に切替えおよび／あるい
は組み合わせを変えるための切替合成器を有し、
　 受信手段が 発信手段から発信される測定用信号から搬送波信号あるいは副搬送
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前記

前記測定用信号は、同期しかつ／あるいは直交する、周波数が異なる複数の搬送波信号
あるいは複数の副搬送波信号あるいは複数の側帯波信号あるいは複数の変調信号あるいは
複数の拡散符号あるいはこれらの組み合わせから構成され、

前記発信手段は、前記測定用信号を同時あるいは順次に発信し、
前記 前記

前記 前記



波信号 を抽出するための受信機と
、当該受信機の出力信号を基準発振器に同期してデジタル信号に変換し当該デジタル信号
を処理するための信号検出器を有し、
　当該信号検出器において、上記識別用信号を処理して当該発信手段を識別し、上記測定
用信号を処理して当該複数のアンテナあるいは複数の送受波器に対応した搬送波信号ある
いは副搬送波信号の少なくとも周波数および／あるいは位相 出し、当該検出結果から
当該発信手段が位置する方向あるいは当該受信手段が向かっている方向を検知する

を検知することを特徴とするアクテイブタグ装置。
【請求項２】
　 発信手段において搬送波信号あるいは副搬送波信号をスペクトル拡散符号により拡
散して上記の測定用信号を生成し、
　 スペクトル拡散符号が少なくとも短時間に同期を確立するための短周期の符号系列
と測定を行なうための比較的に長周期の符号系列あるいは短周期の符号系列の繰返しから
構成されおよび／あるいは当該測定用信号の一部あるいは全部が無変調の搬送波信号ある
いは副搬送波信号で代替されており、
　 受信手段において、生成されたスペクトル拡散符号により逆拡散しあるいはＮ乗あ
るいはＮ逓倍を行うことによって、当該測定用信号から少なくとも搬送波信号あるいは副
搬送波信号を抽出することを特徴とする請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項３】
　 発信手段が、当該発信手段以外の第２の発信手段から発信される超音波信号あるい
は高周波信号あるいは光信号を受信するための受信手段と、当該受信手段により受信した
信号を直接あるいは必要な変換あるいは必要な変調を行ないあるいはスペクトル拡散して
再発信しあるいは中継するための中継手段を有し、
　 中継手段において、 発信手段を識別するための識別用信号と測定のための測定
用信号を生成することを特徴とする請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項４】
　前記発信手段は、

ことを特徴
とする請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項５】
　 発信手段において、 識別信号あるいは測定信号に同期信号を含み、当該同期信
号を基準として複数のアンテナあるいは複数の送受波器を周期的に切替えあるいは組合せ
を変化させ、 受信手段において、当該同期信号を基準として、前記複数のアンテナあ
るいは複数の送受波器に対応した搬送波信号あるいは副搬送波信号の少なくとも周波数お
よび／あるいは位相を短時間にリアルタイムで検出することを特徴とする請求項第１項に
記載のアクテイブタグ装置。
【請求項６】
　 信号検出器により 複数のアンテナあるいは複数の送受波器に対応して 搬送
波信号あるいは副搬送波信号の少なくとも周波数および／あるいは位相を検出する場合に
おいて、第一の順番あるいは第一の方向に切替えられあるいは組み合わせが変えられて検
出した値と 第一の順番とは逆の第二の順番あるいは 第一の方向とは逆の第二の方
向に切替えられあるいは組み合わせが変えられて検出した値との差分をとり、あるいは第
１のアンテナあるいは送受波器により検出した値と循環して切替えあるいは組合せを変え
て再び第１のアンテナあるいは送受波器により検出した値との差分をとり、当該差分によ
り検出誤差を補正することを特徴とする請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項７】
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あるいは側帯波信号あるいは変調信号あるいは拡散符号

を検
と共に

、前記測定用信号の同期しかつ／あるいは直交する複数の搬送波信号あるいは副搬送波信
号あるいは複数の変調信号あるいは複数の拡散符号あるいはこれらの組み合わせに対応し
た少なくとも周波数および／あるいは位相を検出し、当該検出結果から、前記発信手段か
ら前記受信手段までの距離

前記

前記

前記

前記

前記 前記

前記測定用信号を直交周波数分割多重化して発信し、あるいは周波数
ホッピングして発信し、あるいは任意の変調信号により振幅変調しあるいは単側帯波変調
しあるいは両側帯波変調して発信し、あるいはこれらの組み合わせで発信する

前記 前記

前記

前記 前記 前記

前記 前記



　 搬送波信号あるいは副搬送波信号の少なくとも周波数および／あるいは位相を短時
間にリアルタイムで検出するために、分解能に応じて必要な数の高速で動作する高周波論
理回路を設けて積和演算を行い、一定期間の平均をとりあるいは窓関数を設けて演算を行
うことを特徴とする請求項第１項、第４項、 第 項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項８】
　 受信機により抽出された搬送波信号あるいは副搬送波信号の少なくとも１サイクル
分を単位とし、基準発振器に同期したサンプリング周波数でデジタル信号に変換してシフ
トレジスタに蓄積し、 デジタル信号と少なくとも１サイクル分のＳｉｎおよびＣｏｓ
のルックアップテーブルとの積和演算を行い、 搬送波信号あるいは副搬送波信号の周
波数および／あるいは位相を短時間にリアルタイムで検出することを特徴とする請求項第
１項 第 項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項９】
　 複数のアンテナあるいは 複数の送受波器が、移動体の前後方向あるいは左右方
向あるいは上下方向あるいは対称方向あるいはこれらの組み合わせの方向に配置され、あ
るいは 複数のアンテナあるいは 複数の送受波器の間隔が使用時に伸張できる構造
であることを特徴とする請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項１０】
　 発信手段側のアンテナあるいは 送受波器の指向性ビームが比較的に狭く、
受信手段側のアンテナあるいは 送受波器の指向性ビームが比較的に広く、あるいは発
信時には当該指向性のビームを絞り受信時には当該指向性ビームを広くすることで、前記
発信手段の方向を容易に補足できしかもマルチパスの影響を受けにくくすることを特徴と
する請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項１１】
　 受信手段および／あるいは 発信手段に複数のアンテナあるいは複数の送受波器
が複数組接続され、当該複数組が 搬送波信号あるいは副搬送波信号の１波長以上の間
隔で配置され、 方向を検知する機能を強化しおよび／あるいは 発信手段と 受
信手段との間の距離を検知する機能を付加することを特徴とする請求項第１項に記載のア
クテイブタグ装置。
【請求項１２】
　移動体が安全に移動できあるいは移動を許されるエリアの内部および／あるいは周辺部
あるいはエリアに沿って、複数の 発信手段が設置されあるいは 発信手段に接続さ
れた複数のアンテナあるいは複数の送受波器が設置され、当該移動体が当該エリアに沿っ
て移動しあるいは当該エリアを逸脱しないで移動するよう支援しあるいは誘導
　

することを特徴とする請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項１３】
　 受信手段が地磁気センサーあるいは加速度センサーあるいは重力センサーあるいは
ＧＰＳ受信機あるいはこれらの組み合わせを搭載し、 受信手段の検知結果を補完しあ
るいは補正することを特徴とする請求項第１ 記載のアクテイブタグ装置。
【請求項１４】
　前記第２の発信手段がＧＰＳ衛星であり、当該ＧＰＳ衛星から発信された高周波信号が
当該中継手段により中継されて受信手段に到来し、当該受信手段において、当該中継され
た高周波信号が到来する方向および／あるいは前記中継手段からの距離を検知することに
よって、前記ＧＰＳ衛星を利用して検知した受信手段の位置を補正することを特徴とする
請求項第 項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項１５】
　 受信手段が複数個所に距離をおいて固定されて設置され、通信回線を介して相互間
が接続されており、移動体に装備されあるいは携帯された 発信手段が位置する方向お
よび／あるいは距離を検知した結果を、 通信回線を介して中央装置に伝送し、当該中
央装置において 発信手段が位置する方向および／あるいは距離を表示することを特徴
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し、
前記発信手段が交通信号に関する報知情報および／あるいは当該エリアに関する報知情

報を発信

前記
前記

項に

３

前記
前記

前記
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とする請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項１６】
　 発信手段あるいは 受信手段の複数のアンテナが固定無線局あるいは移動無線局
のダイバーシテイアンテナと共用することを特徴とする請求項第１項に記載のアクテイブ
タグ装置。
【請求項１７】
　 発信手段あるいは前記受信手段が着脱の容易な構造であり、照明灯あるいは照明器
具内あるいはこれらに近接して取り付けられ、あるいは電力の供給を受け、当該照明器具
あるいは設置場所の番号あるいは該当する地点あるいは場所あるいはエリアの特性を示す
識別番号を発信することを特徴とする請求項第１項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項１８】
　 発信手段において、超広帯域のスペクトル拡散符号を直接超音波信号あるいは高周
波信号として発信し、あるいは当該スペクトル拡散符号によって光信号を直接変調して発
信することを特徴とする請求項第１項 第２項に記載のアクテイブタグ装置。
【請求項１９】
　前記複数のアンテナあるいは送受波器において、発信しあるいは受信する超音波信号あ
るいは高周波信号あるいは光信号の位相を制御してアダプテイブに合成することにより希
望波の方向に対してはビームを形成し、妨害波の方向に対してはヌルを形成し、当該位相
の制御結果よりあるいは当該位相の制御結果を加味することにより、目的とする発信手段
が位置する方向および／あるいは距離を検知することを特徴とする請求項第１ 記載の
アクテイブタグ装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、超音波あるいは電波あるいは光波を利用したアクテイブタグシステムにお
いて、発信手段から発信される超音波信号あるいは高周波信号あるいは光信号を受信手段
で複数の指向性アンテナあるいは送受波器を用いて受信しあるいは当該発信手段において
複数の指向性アンテナあるいは送受波器を切替えて発信された超音波信号あるいは高周波
信号あるいは光信号を当該受信手段で受信し、当該複数の指向性アンテナあるいは送受波
器を切替えあるいは組合わせを変えた時に当該受信手段が受信した超音波信号あるいは高
周波信号あるいは光信号のタイミングあるいは振幅あるいは周波数あるいは位相を測定す
ることで当該発信手段が存在する位置あるいは存在する方向あるいは距離あるいは位置あ
るいはこれらの組合わせが高い精度で検知できるアクテイブタグ装置に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　方向探知機については、従来から複数のアンテナを切替えて電波の到来方向を探知する
方法として従来から循環切換型ドップラ方向探知機があり、最近では特許文献１に示すよ
うな複数のアンテナを切替えるもの、あるいは特許文献２に示すようなＡ／Ｄコンバータ
でデジタル信号に変換しデジタル処理を行うもものがあるる。一方、方位を測定するため
のレーダー装置としては特許文献１の三次元レーダーがあり、あるいは特許文献２のよう
にアンテナの合成分配器を設けることで水平・垂直の方位識別を時分割で行う方法があり
、あるいは非特許文献２の７６ＧＨｚ帯の自動車用ミリ波レーダーでは複数の送信側指向
性アンテナと受信側指向性アンテナの指向性の組合わせを変えて水平方向の方位を測定す
る方法がある。
【０００３】
従来のドップラ方向探知機では円周上に配置した複数のアンテナを順次循環して切換える
ことによって生じるドップラー効果から切換走査と同期した低周波信号を取り出し当該低
周波信号の位相から受信信号の到来方向を測定するものであり、受信用のアンテナや装置
全体が大きくなり、また数百ＭＨｚ帯以上の高い周波数の高周波信号や連続あるいはバー
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スト状に発信される電波やスペクトル拡散された電波が発信された方向を探知するのが難
しいかほとんど不可能である。
一方、最近の方向探知機では特許文献１のように複数のアンテナを切替えるものでは位相
差の測定を高速に行わなければならないためアナログ式の位相検波器を用いなければ処理
が遅くなり、特許文献２のようにデジタル信号に変換して位相差を算出処理する場合には
複数のアンテナを切替えて処理を行うと時間遅れが生じるためアンテナを合成するほうほ
うしか採れない問題点がある。これに対して本発明の実施例の図４の方式では複数のアン
テナを切替えてしかもデジタル信号に変換して処理する場合でも特許文献８に示す高周波
論理回路を用いてデジタル信号処理を行うとリアルタイムでの処理が可能となる。
特許文献３の三次元レーダーでは大型で複雑となり高価となる欠点があり、特許文献４の
レーダ装置では送受信アンテナを合成分配することで探知と方位測定に必要な振幅情報と
位相情報を取得して処理する場合に、デジタル信号に変換して処理するとリアルタイムの
処理が難しいので、位相情報を取得する際に複数のアンテナ出力の差をとっているため方
位の中心部分で出力が最低となり十分な出力が得られないために方位の測定精度が悪くな
っているのに対して、本発明の実施例の図４では複数のアンテナあるいは送受波器を切替
える際に個々のアンテナあるいは送受波器毎あるいはアンテナあるいは送受波器の組合わ
せ毎にデジタル信号に変換し位相ベクトルを検出してリアルタイム処理を行うため方位の
中心で特に振幅が大きく位相の測定の精度が高くなっている。
非特許文献４の７６ＧＨｚ帯の自動車用ミリ波レーダでは衝突を防止するためにリアルタ
イムの処理が必要でありデジタル信号に変換して処理が出来ないので、方向を測定するの
にビームを極端に絞った複数個の送信アンテナと受信アンテナの指向性の方向を組合わせ
ているので組合わせを細かくすることが難しく±４°程度の精度のものであるのに対して
、本発明の実施例の図４では±１°の精度が実現できる。
特許文献５～７の水中超音波機器では障害物あるいは反射物が位置する方向を測定するた
めのスキャニング探知と深さを測定するための測深探知に分けて実施しなければならない
のに対して本発明の実施例の図１ではスキャニング探知と深さを測定するための測深探知
の両方を同時に実施できる。
【特許文献１】特表２００２－５２９９４２号公報
【特許文献２】特開平０９－２３６６４６号公報
【特許文献３】特開２００１－４２０３６号公報
【特許文献４】特開平１１－１７４１４７号公報
【特許文献５】特開平０５－２３２２２５号公報
【特許文献６】特開平０５－２８８８５１号公報
【特許文献７】特開２００１－１４１８０８号公報
【特許文献８】特願２００４－０５７５０８号
【非特許文献１】坂巻佳壽美著「見てわかるデジタル信号処理」株式会社工業調査会出版
【非特許文献２】 Masaru OGAWA "ELECTRICALLY SCANNED MILLIMETER WAVE AUTOMOTIVE RA
DAR" MWE2003 Microwave Workshop Digest, [WS4-2], P105-P109, November 26-28, 2003
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の方向を探知する装置では、据え置きあるいは半固定で使用され、方向を検知する
処理の遅れが許容されることから、アンテナおよび検知装置が大型であり、しかも短時間
にリアルタイムで処理を行なうように構成されていないため、そのままで、歩行者あるい
はロボットのような移動体に装着し、あるいは携帯しながら使用させることが難しい問題
があった。また、従来の自動車に装備する衝突防止装置では、アンテナの指向性ビームを
極端に狭くする必要があり形成可能なビーム幅の限界値によって方向の検知精度が制限さ
れ、あるいは複数の受信機を設けてスペクトル拡散符号の位相差を検出しているために検
知精度が低い等の問題があった。
【課題を解決するための手段】
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【０００５】
　この発明に係わるアクテイブタグ装置は、上記の問題点を解決するためになされたもの
であり、発信手段と受信手段の小型化が可能であり、発信手段あるいは受信手段において
複数の指向性アンテナあるいは送受波器を切替えあるいは組合わせを変えた時に受信した
超音波信号あるいは高周波信号あるいは光信号の搬送波信号あるいは副搬送波信号の少な
くとも周波数および／あるいは位相を処理時間の遅れがなく短時間にリアルタイムで検出
することによって、当該発信手段が位置する方向

当該発信手段と受信手段の間の距離 を高い精度で短時間にリアルタイムで検知する
ことができる。
【発明の効果】
【０００６】
　この発明のアクテイブタグ装置において、発信手段と受信手段の小型・軽量化が実現で
き、移動体に装着しあるいは移動体によって携帯することが可能となり、当該発信手段か
ら超音波信号あるいは高周波信号あるいは光信号を、当該超音波信号あるいは高周波信号
あるいは光信号の搬送波信号あるいは副搬送波信号の１波長以下の間隔で配置した複数の
アンテナあるいは複数の送受波器を周期的に切替ながら発信し、当該受信手段によって当
該複数のアンテナあるいは複数の送受波器に対応して当該搬送波信号あるいは副搬送波信
号の位相差を±１°以内の精度で短時間にリアルタイムで測定することによって、当該発
信手段が位置する方向 当該発信手段と受信手
段の間の距離 を高い精度で短時間にリアルタイムで検知できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　この発明に係わるアクテイブタグ装置は、超音波信号あるいは高周波信号あるいは光信
号を送受信する発信手段と受信手段から構成され、当該発信手段において識別用符号と測
定用符号により変調されあるいはスペクトル拡散された超音波信号あるいは高周波信号あ
るいは光信号を発信し、当該発信手段あるいは受信手段あるいはこれらの両方が、当該測
定用信号の搬送波信号あるいは副搬送波信号の１波長以下の間隔で配置された複数のアン
テナあるいは複数の送受波器と、当該複数のアンテナあるいは複数の送受波器を周期的に
切替えおよび／あるいは組み合わせを変えるための切替合成器を有し、路面あるいは歩道
上あるいは街灯柱あるいは電柱あるいは交通信号器あるいは天井あるいは壁などに固定し
あるいは半固定して設置され、当該発信手段あるいは受信手段あるいはこれらの両方が、
人あるいはロボットなどの移動体により携帯されあるいは装着されて用い、当該受信手段
において、当該識別用符号により当該発信手段を識別し、当該測定用符号により当該発信
手段が位置する方向 当該発信手段と受信手段
の間の距離 を高い精度で短時間にリアルタイムで検知する。
【実施例１】
【０００８】
　以下、本発明の実施例を図１に従って説明する。図１において、１は発信手段、２は受
信手段、２１ａ、２１ｂは指向性アンテナ、３１は当該発信手段１のアンテナの指向性パ
ターン、３１ａ、３１ｂは発信手段１から受信手段２のアンテナ２１ａと２１ｂへ向けた
方向線、３２ａ、３２ｂはアンテナ２１ａ、２１ｂの指向性パターン、３３ａは指向性３
１の延長線、３３ｂは指向性３２ａ、３２ｂの中心線、３４ａ、３４ｂ、３４ｃ、３４ｄ
は寸法線である。
ここで、３４ａをｄｍとし、３４ｂをＤｍとする。発信手段１からは指向性３１の方向に
スペクトル拡散符号で拡散された高周波信号が放射されており、受信手段２は指向性３２
ａと３２ｂを有するアンテナ２１ａと２１ｂを周期的に切替えながら当該高周波信号を受
信しているものとする。
受信手段２から見て発信手段１が位置する方向を検知するために発信手段１から方向線３
１ａと３１ｂを通って伝搬される高周波信号の拡散符号あるいは搬送波の伝搬位相差を測
定するものとすると、伝搬位相差Δφは、Δφ＝（２π／λ）｛ｒ×（ｄ／Ｄ）｝から求
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められる。ここで、ｒｍ＝アンテナ２１ａと２１ｂ間の長さ、ｄｍ＝３４ａ、Ｄｍ＝３４
ｂ、ｄｍ＜＜Ｄｍとする。
先ず、伝搬位相差Δφを当該高周波信号の搬送波の位相差で測定する場合を検討すると、
無線周波数を２．４ＧＨｚ帯とすると、λ＝０．１２５ｍとなり、ｒ＝０．０３ｍ、ｄ＝
０．１ｍ、Ｄ＝１０ｍとすると、Δφ＝５０．２４｛０．０３×（０．１／１０）｝＝０
．０１５ラジアン＝０．９°となる。搬送波の伝搬位相差Δφの測定精度はπ /4ラジアン
の１００分の１すなわち±０．００８ラジアン＝±０．４５°程度が実現可能であるので
、測定精度は１０ｍ先で±３ｃｍ程度となる。すなわち、アンテナ２１ａと２１ｂの間隔
が３ｃｍの場合、１０ｍ先の発信手段の位置が±３ｃｍの精度で検知できることになる。
次に、伝搬位相差Δφを拡散符号の位相差で測定する場合を検討すると、拡散符号の伝搬
速度を４Ｍｂｐｓとすると、λ＝７５ｍとなり、ｒ＝０．４ｍ、ｄ＝１ｍ、Ｄ＝１０ｍと
すると、Δφ＝０．０８４｛０．４×（１／１０）｝＝０．００３４ラジアン＝０．２°
となる。拡散符号の伝搬位相差Δφの測定精度は搬送波の位相差を測定するより少し良く
±０．００６ラジアン＝±０．３４°程度が実現可能であるので、測定精度は１０ｍ先で
±４５ｃｍ程度となる。すなわち、アンテナ２１ａと２１ｂの間隔が４０ｃｍの場合、１
０ｍ先の発信手段の位置が±４５ｃｍの精度で検知できることになる。
上記の場合は、周辺の反射物の影響を考え無い理想的な場合であるが、実際には反射物の
影響で測定精度が悪くなる。対策として、発信手段１と発信手段２側に円偏波指向性アン
テナを用いることで反射物の影響を軽減できる他、位相差の測定を１ｍｓ／回の高速で行
い１００回の移動平均をとることで、測定精度を１０倍とし±０．０４５°に向上できる
。
また、発信手段１のアンテナ指向性の方向３３ａを歩道沿いと考えると、歩道からのズレ
ｄｍを検知することで、歩道から外れたことをアラームとして出力し、歩く方向を修正す
ることができる。
また、スペクトル拡散符号の位相差を測定することで大まかな方向の制御を行い、搬送波
の位相差を測定することで精密な方向の制御をすることで相互に補完し、あるいは地磁気
センサーあるいは加速度センサーなどを補助的に用いて絶対方位を測定しあるいは移動距
離を積算することで方向あるいは位置の検知精度の向上を図ることができる。
また、上記とは別に距離を検知する方法として、当該発信手段１において同期しあるいは
直交する複数の搬送波周波数の間でホッピングしあるいは同期しあるいは直交する複数の
搬送波あるいは複数の副搬送波あるいは複数の変調信号あるいはこれらの組合せにより複
数の異なる周波数の高周波信号を生成しあるいは任意の信号により振幅変調あるいは両側
帯波変調あるいは単側帯波変調しあるいは直交周波数分割多重化して複数の異なる周波数
の高周波信号を生成して同時あるいは交互に発信し、当該受信手段２において当該複数の
異なる周波数の高周波信号相互間の位相差を検出することで当該発信手段１と受信手段２
の距離Ｄｍを受信タイミングから検知するよりもはるかに高い精度で検知できる。
例えば、当該発信手段１から発信される高周波信号の周波数がｆ０から（ｆ０＋Δｆ）に
ホッピングされ当該受信手段２において受信された高周波信号の搬送波の位相は、電波の
伝搬速度をＣ（ｍ／ｓ）とすると、Ｓ１＝ＡＳｉｎ｛２πｆ０ｔ＋φ０＋２πＤ／（ C／
ｆ０）｝、Ｓ２＝ＢＳｉｎ｛２π（ｆ０＋Δｆ）ｔ＋φ０＋２πＤ／（Ｃ／（ｆ０＋Δｆ
））｝となる。Ｓ１およびＳ２の位相を検出すると、Φ１＝｛φ０＋２πＤ／（Ｃ／ｆ０
）｝、Φ２＝｛φ０＋２πＤ／（Ｃ／（ｆ０＋Δｆ））｝となるので、Φ２－Φ１＝２π
Ｄ｛１／（Ｃ／（ｆ０－Δｆ））－１／（Ｃ／ｆ０）｝＝２πＤ｛（（ｆ０＋Δｆ）／Ｃ
）－（ｆ０／Ｃ）｝＝２πＤ（Δｆ／Ｃ）となり、位相差（Φ２－Φ１）を検出すること
で距離Ｄは、Ｄ＝（Φ２－Φ１）／｛２π（Δｆ／Ｃ）｝となり、０．８３３ＭＨｚをホ
ッピングさせると約１ｍ当たりで１°の位相差が生じ、３６０°の位相差が生じるまでに
約３６０ｍの距離が検知できることになる。
そこで、位相差の測定精度を±０．０３°まで向上できれば、当該発信手段で生成される
スペクトル拡散符号を利用して長い尺度（１００ｍ単位等）とし、当該発信手段でホッピ
ングさせることで短い尺度（１ｃｍ単位等）とし、通常の巻尺と同様な感覚で、１ｃｍ単
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位で１００ｍまでの距離が検知できることになる。１００ｍを越える距離は当該スペクト
ル拡散符号を利用して更に１００ｍ単位で延長できる。
なお、周波数がｆ０から（ｆ０＋Δｆ）にホッピングされる代わりに同期しあるいは直交
する複数の高周波信号を同時にあるいは交互に切替えて発信し、当該受信手段側で当該複
数の高周波信号間の位相差を検出しても同様な効果が得られる。
また、当該受信手段２に複数のアンテナを接続して切替える代わりに、当該発信手段１に
複数のアンテナを接続して切替えあるいは当該複数のアンテナ毎に個別に異なるスペクト
ル拡散符号により拡散した高周波信号を発信し、当該受信手段１では単一のアンテナを用
いて受信しても同様な効果が得られる。
また、当該発信手段１において高周波信号を拡散するスペクトル拡散符号の伝送速度を変
化させて発信しあるいは伝送速度と符号系列の異なる複数のスペクトル拡散符号で拡散さ
せて同時に発信し、当該受信手段２において当該複数のスペクトル拡散符号のタイミング
あるいは振幅あるいは周波数あるいは位相あるいはこれらの組合せを短時間にリアルタイ
ムで検出して比較することで当該発信手段１と受信手段２の距離を測定することができる
。
また、当該発信手段１のアンテナは、交差点などで周辺に反射物体が少ない場合には、無
指向性にすることで交差点に向かう全てのルートで発信手段１の役割を果たすことができ
るが、反射物体が多い場合には、指向性を有するもの複数基を接続し指向性の方向を違え
て各々を歩道あるいは横断歩道の方向に合わせあるいは各組の複数のアンテナ毎に拡散符
号を変えあるいは識別番号を変えることで、１台の発信手段１で、道路沿いの複数の歩道
あるいは横断歩道に沿って人を誘導することができる。
また、当該受信手段２が携帯端末であり、発信手段１から発信される識別番号を検知し、
当該発信手段１の位置情報を知ることで自分の現在位置と進む方向を確認することができ
ることから、当該携帯端末は、視覚障害者にも健常者にも有効な歩行者誘導システムを提
供できる。一方、発信手段１を人が携帯し、受信手段２を固定することで、発信手段１を
携帯する人の正確な位置を検知することができる。
また、当該発信手段１および受信手段２を固定して高周波信号の位相差の変化を監視する
ことで、発信手段１と受信手段２との間に人物等の動く物体が存在することを感知できる
。
また、当該受信手段２の指向性アンテナ２１ａ、２１ｂを複数組準備して対角線上に配置
し、当該複数組の組ごとに切替えて発信手段１の存在する方向と距離を測定し、その結果
を用いて当該発信手段１を追尾しあるいは追跡することができる。
また、当該発信手段１を常時待機状態としておき、当該受信手段２からの無線信号による
要求に応じて、当該高周波信号を連続あるいはバースト状に発信することで、電波の有効
利用と電力消費の低減が図れる。なお、この目的のため、２．４ＧＨｚ帯のスペクトル拡
散通信方式を採用することが効果的である。
また、当該発信手段１から発信され当該受信手段に直接伝搬される高周波信号と地面ある
いは側壁で反射されて伝搬される高周波信号が干渉して生じるいわゆるマルチパスによる
方向測定の誤差は、スペクトル拡散通信方式を採用することと当該指向性アンテナに円偏
波指向性アンテナを採用することと当該発信手段あるいは受信手段に複数の円偏波指向性
アンテナを設けることで影響を削減できることが確認されている。
また、当該受信手段２のアンテナ２１ａ、２１ｂを複数の指向性アンテナとし、指向性の
方向をほぼ同じにして当該搬送波の波長より短い間隔で設置して１組とし更に複数組を当
該拡散符号のチップ長さより短い間隔で設置し、あるいは複数のアンテナの指向性を徐々
に変えながら当該搬送波の波長より短い間隔で円形状あるいは角形状あるいは任意の形状
に沿って配置することによってマルチパスの発生方向を分析することでマルチパスの影響
を削減できることも確認されている。
また、当該発信手段１から当該受信手段２に向かう高周波信号の伝搬路内あるいは周辺に
反射物体が存在する場合には、減衰特性を有する塗料あるいは板材あるいは膜材などを塗
布あるいは接着あるいは取り付けることでマルチパスの影響を軽減できる。なお、当該発
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信手段１および当該受信手段２のアンテナとして円偏波指向性アンテナを用いる場合当該
発信手段から当該受信手段に向かう伝搬路の周辺あるいは伝搬路内あるいは伝搬路に沿っ
て反射物体が存在する場合当該反射物体により生じる１回目の反射に対しては偏波面が異
なるため減衰が生じるが２回目の反射に対しては元の偏波面に戻るので減衰が少なくなる
欠点があるが当該反射物体に対策を施すと２回の反射によって２倍の減衰（例えば１回当
たり３ｄ Bの減衰増加として２×３＝６ｄ Bの減衰増加）が得られる利点がある。
また、当該発信手段１に接続された複数のアンテナの指向性が特定の経路あるいは方向に
沿って向けられておりあるいは複数の放射素子を持つ漏洩同軸ケーブルが特定の経路ある
いは方向に沿って設置され、当該複数のアンテナあるいは漏洩同軸ケーブルから発信され
る高周波信号の搬送波の周波数が同一であるかあるいは一定の誤差以内に保持されており
当該複数個のアンテナあるいは漏洩同軸ケーブルから当該高周波信号が発信されるタイミ
ングが交互に切替えられあるいは特定方向に沿って順次行われ歩行者あるいは移動体ある
いは飛行体の進行方向を誘導するために用いられる。
また、当該発信手段１のアンテナあるいは開口面が当該搬送波の半波長間隔で連続して設
けられた漏洩同軸ケーブルが複数組設けられ当該発信手段から発信される高周波信号に当
該組ごとに異なる特性例えば安全地帯と危険地帯を示す符号あるいは信号が重畳されてお
り当該受信手段から当該高周波信号が発信された方向を当該組ごとに検知することにより
当該発信手段の現在地点あるいはエリアが安全地帯であるか危険地帯で有るかを検知する
ことができる。
また、当該発信手段１のアンテナとして、駅のプラットホームの端など安全地帯と危険地
帯の境界線に沿って漏洩同軸ケーブル２本を平行に設置し、一方のケーブルに安全信号を
他方のケーブルに危険信号を流すことによって視覚障害者に対して駅のプラットホームの
端あるいは安全地帯と危険地帯を検知させ識別させることができ、あるいは指向性アンテ
ナを用いて横断歩道の中央方向に沿って安全信号を流し両端方向に沿って危険信号を流す
ことによって横断歩道から逸脱せずに渡らせることができる。
また、当該発信手段１と受信手段２が同一の移動体に搭載されあるいは装着されあるいは
移動体により携帯され当該発信手段１のアンテナが円偏波指向性アンテナであり当該受信
手段２のアンテナが当該発信手段１とは逆旋回の円偏波指向性アンテナであり当該発信手
段１から発信された高周波信号が当該移動体の周辺に存在する反射物体から反射されて当
該受信手段で受信される高周波信号の振幅あるいは周波数あるいは位相あるいはこれらの
組合せを測定しあるいは当該受信手段２での受信が妨害された場合には当該発信手段１か
ら発信される高周波信号の拡散符号を変更して当該高周波信号の振幅あるいは周波数ある
いは位相あるいはこれらの組合せを測定することで当該移動体が進行する方向の障害物を
検知することができる。
また、当該複数の搬送波信号を直交させるために直交周波数分割多重（ＯＦＤＭ）方式を
採用しあるいは当該変調信号あるいは拡散符号により両側帯波変調あるいは単側帯波変調
をすることで同様な効果が得られる。

【実施例２】
【０００９】
　図２は本発明の他の実施例を示す概念図であり、１は発信手段、２は受信手段、２１ａ
、２１ｂ、２１ｃ、２１ｄは指向性アンテナ、３１は当該発信手段１のアンテナの指向性
パターン、３１ａ、３１ｂ、３１ｃ、３１ｄは発信手段１から受信手段２のアンテナ２１
ａ、２１ｂと２１ｃ、２１ｄへ向けた方向線、３２ａ、３２ｂと３２ｃ、３２ｄはアンテ
ナ２１ａ、２１ｂと２１ｃ、２１ｄの指向性パターン、２２ａは外部のアンテナ切替合成
器、２２ｅは受信手段２と外部のアンテナ切替合成器２２ａとの接続ケーブル、３３ａは
指向性３１の延長線、３３ｂ、３３ｃは指向性３２ａ、３２ｂと３２ｃ、３２ｄの中心線
、３４ａ、３４ｂ、３４ｄ、３４ｅは寸法線である。
図２において、発信手段１からはアンテナの指向性３１の方向にスペクトル拡散符号で拡
散された高周波信号が放射されており、受信手段２には内蔵するアンテナ２１ａと２１ｂ
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の他に外部のアンテナ２１ｃと２１ｄを設け間隔３４ａ離して接続ケーブル２２ｅにより
接続されており、アンテナ２１ｃと２１ｄは外部のアンテナ切替合成器２２ａにより切替
あるいは合成されている。
当該受信手段２において、当該アンテナ２１ａと２１ｂおよび２１ｃと２１ｄを周期的に
切替えあるいは組合わせを変えながら受信した高周波信号の方向線３１ａと３１ｂおよび
３１ｃと３１ｄの長さの差から当該高周波信号の振幅あるいは周波数あるいは位相あるい
はこれらの組合わせの変化を測定し、当該アンテナ２１ａ、２１ｂと２１ｃ、２１ｄ各々
から当該発信手段１を見た方向を検知すると、当該アンテナ２１ａ、２１ｂと２１ｃ、２
１ｄの間隔３４ａが既知であるので、当該発信手段１と受信手段２との距離３４ｂが検知
できることになる。
ここで、当該受信手段に８ビットのＡ／Ｄコンバータを用いた場合に方向の測定精度が±
１°以下であるが、１０ビット以上のものを用いると±０．１°にまで精度を上げるこが
できるので、当該発信手段１と受信手段２との距離３４ｂも高精度で検知が可能である。
また、当該発信手段１の位置が既知であれば、三角法によって当該受信手段の位置が検知
できる。
また、当該受信手段２に複数のアンテナを間隔を置いて設置して切替える代わりに、当該
発信手段１に複数のアンテナを間隔を置いて設置して切替えることでも同様な効果が得ら
れる。
また、当該発信手段１の指向性アンテナが歩道あるいは横断歩道あるいは車道あるいは車
道のレーンあるいはバリヤフリー道路あるいは移動体の移動可能な幅のほぼ中央に設置さ
れ、当該受信手段２の複数組のアンテナを当該移動体の幅の中心あるいは両端に設け当該
移動体の幅の中心が向いている方向と当該発信手段が設置された方向とのズレを検知し当
該移動体が移動する場合の移動範囲を制御しあるいは誘導することができる。
また、当該受信手段２の２組のアンテナが移動体の幅の間隔で進行方向あるいは後方向の
両側に設けられあるいは歩行者の両肩あるいは両胸あるいは左右方向あるいは上下方向に
任意の間隔を置いて設けることで同様な効果が得られる。
【実施例３】
【００１０】
　図３は本発明の他の実施例を示す概念図であり、１は発信手段が例えば人工衛星の場合
、２は受信手段、２１ａ、２１ｂ、２１ｃ、２１ｄは指向性アンテナ、２２ａは外部のア
ンテナ切替合成器、２２ｂは接続ケーブル、３１は当該発信手段１のアンテナの指向性パ
ターン、３１ａ、３１ｂは発信手段１から受信手段２のアンテナ２１ａ、２１ｂと２１ｃ
、２１ｄへ向けた仮想の方向線、３１ｃ、３１ｄ、３１ｅは発信手段１から反射物または
中継手段４１ｂで反射され受信手段２のアンテナ２１ａ、２１ｂと２１ｃ、２１ｄへ向け
た方向線、３２ａ、３２ｂ、３２ｃ、３２ｄはアンテナ２１ａ、２１ｂと２１ｃ、２１ｄ
の指向性パターン、３３ａは発信手段１の対地方向線、３３ｂは受信手段２の対空方向線
、３３ｃは発信手段１の高さの引出線、３３ｄは反射物または中継手段４１ｂの高さの引
出線、３３ｅは反射物または中継手段４１ｂの対地方向線、３４ａ、３４ｂ、３４ｃ、３
４ｄは寸法線、４１ａは遮蔽物、４１ｂは反射物または中継手段、４２ａは反射物あるい
は中継手段４１ｂが発信手段１を仰ぐ角度、４２ｂは受信手段２から反射物または中継手
段４１ｂの反射点を仰ぐ角度である。
発信手段１が例えばＧＰＳ用の人工衛星であるとし、説明を簡略化するために２次元の平
面を考えて、受信手段２の真上近くにあり、発信手段１から発信される高周波信号が遮蔽
物４１ａにより遮蔽されており方向線３１ｃを経由して反射物または中継手段４１ｂで反
射されあるいは中継された点への方向線３１ｄと３１ｅを経由して受信手段２のアンテナ
２１ａ、２１ｂと２１ｃ、２１ｄにより受信されているとする。ここで、発信手段１が十
分遠方に位置するときには、受信手段２が発信手段１を仰ぐ角度は反射物あるいは中継手
段４１ｂが発信手段１を仰ぐ角度４１ａとほぼ同じであるとする。
発信手段１は一定速度で移動しており、時間毎の緯度と経度および高度が正確に判明して
いるものとすると、受信手段２にとっては、自分の位置情報の記録から発信手段１を仰ぐ
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角度をβ°とし現時点での概略値も判明しているものとする。
受信手段２においてアンテナ２１ａ、２１ｂと２１ｃ、２１ｄを用いて高周波信号が到来
している方向と距離を測定した場合に、仰ぐ角度４２ｂがα°であり距離がＬｍであると
すると、発信手段１から発信された高周波信号が直接到来したときの距離と反射物あるい
は中継手段４１ｂで反射されあるいは中継された到来した時との距離の差ΔＸは、ΔＸ＝
ＬＣｏｓ（α＋βー９０°）×Ｃｏｔβから求められる。
ここで、説明を簡略にするために、２次元の場合について説明したが、指向性アンテナを
各々４基、合計８基設けて３次元の方向と距離を測定することであらゆる方向に存在する
反射物あるいは中継手段４１ｂからの反射波あるいは回折波に対して距離の補正を行うこ
とができる。
また、当該複数の指向性アンテナ２１ａ、２１ｂ、２１ｃ、２１ｄの水平度が変動する時
には重力センサーを用いて補正し、当該複数の指向性アンテナ２１ａ、２１ｂ、２１ｃ、
２１ｄの位置関係については地磁気センサーを用いて補正することが出来る。
また、当該発信手段１が人工衛星でなく道路沿いあるいは横断歩道などの地上に設置され
た場合でも、移動平均によって発信手段１の概略の位置を記憶しておれば、当該反射物あ
るいは中継手段４１ｂの方向と距離を測定することで当該発信手段１との正確な距離を算
出することができる。
また、当該受信手段２のアンテナを３基以上を一組とし、例えば前中後あるいは左中右あ
るいは上中下あるいはこれらの組合せの方向に当該高周波信号の波長の４分の１波長程度
離して配置すると、隣接する２基のアンテナ間の位相差を測定することで中心線から±９
０°の方向が検知でき、次隣接の２基のアンテナ間の位相差を測定することで中心線から
±４５°の方向が検知できる。
また、当該受信手段２の１組内のアンテナの間隔を大きくすると方向を測定する精度は向
上するが測定できる範囲が狭くなるので、先ず近接するアンテナ間の位相差を測定して大
まかな方向を検知し間隔の大きいアンテナ間の位相差を測定して精度を上げていく方法を
採ることでダイナミックレンジの大きい位置あるいは方向の測定が可能となる。
また、当該受信手段２が１台で複数組のアンテナを切替えて測定する場合について説明し
たが、複数台の受信手段を用いても同様な効果が得られる。
また、当該中継手段４１ｂの帯域幅を広くして遅延時間を無視できる程度に小さくすると
、反射物と同一のものとして取扱うことができる。なお、複数の人工衛星からの高周波信
号が全て同一の中継手段を経由して受信される場合には当該中継手段の遅延時間を無視す
ることができる。
また、当該発信手段が人工衛星などの高空にあり当該障害物あるいは反射物あるいは中継
手段が比較的に近距離（実験の結果ではほとんどの場合５０ｍ以内のものが誤差に与える
影響が大きいことが分かっている）にある場合には、当該発信手段の現在の位置あるいは
仰ぐ角度などの誤差が当該補正する距離に影響する程度は無視できる程に小さくなる。
【実施例４】
【００１１】
　図４は本発明の受信手段の実施例を示す構成図であり、２は受信手段、２１ａ、２１ｂ
は指向性アンテナ、２２はアンテナ切替合成器、２３は受信機、２４は信号検出制御部、
２５は操作表示部、６１はアナログデジタル変換器、６２は信号検出器、６３は基準発振
器、２０１、２０２、２０３は接続端子である。
アンテナ切替部２２は発信手段から発信される測定用拡散符号を受信する間にアンテナ２
１ａと２１ｂを切替えるためのものであり接続端子２０２を介して信号検出器６２により
駆動され、受信機２３は受信した高周波信号を中間周波信号あるいはベースバンド信号に
変換した後接続端子２０１を介して信号検出制御部２４に受信出力信号を出力する。
当該受信出力信号は基準発振器６３に同期してアナログデジタル変換器６１によりデジタ
ル信号に変換され、信号検出器６２に入力される。信号検出器６２では１周期分の固定相
関器との相関がとられ、Ｓｉｎ、Ｃｏｓのルックアップテーブルとの積和演算あるいは高
速フーリエ変換あるいはその他の方法によって振幅スペクトルと位相スペクトルが検出さ
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れ、当該振幅スペクトルと位相スペクトルから信号検出器６２によって当該受信出力信号
のタイミングあるいは振幅あるいは周波数あるいは位相あるいはこれらの組合わせをリア
ルタイムで検出することができる。
当該振幅スペクトルによって受信出力信号のなかで固定相関器と相関が大きい信号の振幅
が検出され、当該位相スペクトルによってその搬送波の位相が検出される。そこで、指向
性アンテナ２１ａと２１ｂの間隔を発信手段から発信される高周波信号の搬送波の１波長
以下とし交互に切替えながら当該振幅スペクトルが閾値を越える時に位相スペクトルを検
出すると、当該アンテナ２１ａと２１ｂとの間の位相差から当該発信手段が位置する方向
が検出できることになる。
ここで、当該アナログ／デジタル変換器は４ビット程度のものを用い数十回の測定の移動
平均値を求めることで、各アンテナ毎の拡散符号の進み信号と遅れ信号の差を１ /１００
以上の精度で読み取ることができるので、各拡散符号の１ビットの長さを０．２５μｓと
すると位相差を０．２５ｎｓ（７．５ｃｍ）以下の精度で検出することができ、搬送波の
周波数を２．４ＧＨｚとすると波長の長さλ＝１２．５ｃｍであるので搬送波の位相差を
０．０１ラジアン（０．２ｍｍ）程度の精度で検出でき、アナログ／デジタル変換器６１
として８ビット以上のものを用いることで更に精度を向上させることができる。
また、当該受信手段２の指向性アンテナの方向を左右あるいは上下に大きく振り回し当該
振幅スペクトルを検出することで当該発信手段から受信する入力電力の大きさが最大とな
る方向を検知することで上記の位相差を測定する機能を補完することができる。
また、当該受信機２３にＡＧＣ機能を搭載し、当該振幅スペクトルが飽和しないように受
信機２３の利得を抑えることができる。
また、当該受信手段２の受信機がＬｏｗｅｒ　ＩＦ方式あるいはダイレクトコンバージョ
ン方式の場合には当該受信機の出力信号を拡散符号の伝送速度と同一の周波数の中間周波
数に変換することで信号検出器６２の演算を容易にすることができる。
また、従来のように受信機の出力信号を処理するのにデジタルシグナルプロセッサーを用
いると電力消費が大きくなるのに対して、高周波で動作する高周波論理回路を採用するこ
とでリアルタイムでの分析が可能であり電池の寿命を延長することができる。
また、周波数スペクトルを検出するために分解能に応じて必要な数の高速で動作する高周
波論理回路を設け当該高周波論理回路を用いて積和演算を行いあるいは高速フーリエ変換
を行いあるいは当該デジタル信号から振幅スペクトルあるいは位相スペクトルあるいはこ
れらの両方を検出しあるいは任意の期間の平均をとりあるいは窓関数を設けて演算を行い
あるいは任意のサンプリング数毎あるいは任意のサンプリング周期数毎に検出結果を時系
列ならべあるいはタイムスタンプを付して出力しあるいはこれらを組合わせることができ
る。
また、当該受信機の出力信号を当該基準発振器に同期して変換したデジタル信号を多段の
シフトレジスタに蓄積し当該シフトレジスタから整数の間隔をおいて少なくとも４段を選
択して１組とし複数の整数について選択して複数組のデジタル信号を生成しあるいは当該
受信機の出力信号を基準発振器と同期して複数種類のサンプリング周期でデジタル信号に
変換し当該サンプリング周期毎にシフトレジスタに蓄積して複数組のデジタル信号を生成
し当該複数組のデジタル信号を積和演算しあるいは高速フーリエ変換して必要な分解能を
確保することができる。
また、当該高速で動作する高周波論理回路が少なくとも４段のシフトレジスタとエックス
クルージブオア回路と加算器から構成され当該デジタル信号とＳｉｎおよびＣｏｓのルッ
クアップテーブルとの積和演算を行うことができる。
また、当該タイミングあるいは振幅あるいは周波数あるいは位相あるいはこれらの組合せ
をリアルタイムで検出するために用いるＳｉｎのルックアップテーブルが０、１、０、－
１、あるいは１、１、－１、－１、あるいはこれらの整数倍あるいは整数分の１の繰り返
しでありあるいはＣｏｓのルックアップテーブルが１、０、－１、０あるいは１、－１、
－１、１、あるいはこれらの整数倍あるいは整数分の１の繰り返しでありあるいは積和演
算を行う際の－１の乗算は当該デジタル信号の補数を求めあるいはこれらの組合わせるこ
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とで当該高周波論理回路を単純化できる。
【実施例５】
【００１２】
　図５は本発明の信号検出器の基本構成を示す図であり、５１は発信手段がバースト状に
発信するスペルトル拡散符号、５２はシフトレジスタ、５３は受信手段で生成されるスペ
クトル拡散符号１周期分の固定レジスタ、５４はΣＳｉｎ積和演算器、５５はΣＣｏｓ積
和演算器、５６は発信手段と受信手段間の遅延時間、５７は振幅スペクトル検出器、５８
は位相スペクトル検出器、５９、６０は出力端子である。
当該発信手段において発信されるスペクトル拡散符号５１の１周期分あるいは１符号長分
が例えばＭ系列８チップで構成されているものとする。
当該拡散符号５１が発信され当該受信手段において受信されデジタル信号に変換された後
にシフトレジスタ５２に順次入力され２つの出力に分岐される。１周期分の固定相関器５
３において、当該シフトレジスタ５２に入力されたデジタル信号とクロック周期毎に相関
がとられ、その結果は、ΣＳｉｎ積和演算器５４によりＳｉｎのルックアップテーブルと
掛算され加算され、更に、ΣＣｏｓ積和演算器５５によりＣｏｓのルックアップテーブル
と掛算され加算される。
当該ΣＳｉｎ積和演算器５４の出力とΣＣｏｓ積和演算器５５の出力は、振幅スペクトル
検出器５７によって、例えば、各々２乗して加算し平方根を求めあるいは各々の絶対値を
加算しあるいは各々のピーク値を加算することで振幅スペクトルが検出され接続端子５９
から出力され、位相スペクトル検出器５８によりお互いの比を求めることで位相スペクト
ルが算出され接続端子６０から出力される。
当該発信手段と受信手段間の遅延時間５６は当該発信手段が発信したスペクトル拡散符号
５１の１周期分が受信手段のシフトレジスタ５２に入力されるまでの主として受信手段の
遅れ時間により生じるものであり、何らかの反射物により反射されあるいは障害物により
回折されて受信される複数のスペクトル拡散符号は各障害物あるいは反射物毎に必ず発信
手段のスペクトル拡散符号５１の１周期分が順番にシフトレジスタ５２に入力され１周期
分が揃ったところで相関出力が最大となるので、当該障害物あるいは反射物による遅延時
間が拡散符号のチップ長さを単位として検出することができる。
かくして、何らかの障害物あるいは反射物からの反射されあるいは回折されてマルチパス
が生じ、順次受信されるスペクトル拡散符号５１に応じてΣＳｉｎ積和演算器５４とΣＣ
ｏｓ積和演算器５５からベクトルに応じた出力が順次出力されるので、振幅スペクトル検
出器５７の出力の閾値を越え次に出力が閾値を越えるまでのクロック数をカウントするこ
とで反射波あるいは回折波が到達した時間が計測でき、当該振幅スペクトル検出器５７の
出力で反射あるいは回折の強さが検知でき、アンテナを切替えた際の位相スペクトル検出
器５８の出力から当該障害物あるいは反射物の方向あるいは高さあるいは深さが検知でき
る。
ここで、当該スペクトル拡散符号５１のチップ長と当該高周波信号の搬送波あるいは副搬
送波あるいは中間周波信号の波長とを比較して何れか周波数が高い方の２倍以上の周期（
４倍の周期が望ましい）でデジタル信号に変換する。
【実施例６】
【００１３】
　図６は本発明の発信手段の実施例を示す構成図であり、１は発信手段、１１は指向性ア
ンテナ、１０１はアンテナスイッチ、１０２は送信機、１０３は受信機、１０４は制御部
、１０５はバッテリー、１０６は太陽電池、１０７は発光体、１０８は指向性パターンで
ある。
指向性アンテナ１１は、発信手段１の内部に封入されており、単一放射パターンあるいは
８字放射パターン等要求の指向性パターン１０８を有しており、アンテナ１１の出力端子
はアンテナスイッチ１０１を介して送信機１０２および受信機１０３に接続されている。
送信機１０２受送信機１０３は制御部１０４で制御されており、例えば、常時は受信機１
０３は間欠受信状態であり、受信手段からの発信要求を受けると一定期間送信機１０２を
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起動しアンテナスイッチ１０１を切替えてアンテナ１１から高周波信号を発信する。
一方、オプション機能として、太陽電池１０６により発電された電力はバッテリー１０５
に蓄電され各部に電力を供給し、発光体１０７は夜間に当該発信手段１の存在を示すため
あるいは変調器１２２が起動されたこと等を示すために間欠点灯させ、当該発信手段１を
構成するすべての部分は防水ケースに収納し耐圧力、耐衝撃、耐振動性能を有するものと
すると、道路面表面、歩道表面、あるいは床面に埋め込まれて設置される他に、専用の柱
、街路灯柱、電力線柱、通信線柱、壁、天井あるいはその他の建造物に取り付けつけて使
用される。
また、当該発信手段１の指向性アンテナ１１の代わりに複数の指向性アンテナを搬送波の
１波長以下の間隔を置いて設置しアンテナ切換合成器により交互に切替えられ、各指向性
アンテナ毎に識別番号を変えあるいは拡散符号を変えて発信する。受信手段では単一のア
ンテナで受信し現在受信中の高周波信号が発信されるアンテナを特定すると共に当該発信
手段が位置する方向を検知することができる。
【実施例７】
【００１４】
　図７は本発明の受信手段の構成例を示す斜視図であり、２は受信手段、２１ａ、２１ｂ
、２１ｃ、２１ｄは指向性アンテナ、３０１はレドーム、３０２ａ、３０２ｂは指向性ア
ンテナの間隔である。
受信手段２は片手で握りやすい筒状あるいは取っ手付き筐体あるいは携帯に便利な構造に
収納されており、前面に設けられたレドーム３０１の中に指向性アンテナ２１ａ～２１ｄ
が収納されており、当該指向性アンテナ２１ａ～２１ｄは同一方向に指向しておりアンテ
ナ切替合成器で切替えられあるいは合成され受信手段２に内蔵されている受信機に接続さ
れている。
指向性アンテナ２１ａ、２１ｄと指向性アンテナ２１ｂ、２１ｃとの間の長さ３０２ａと
指向性アンテナ２１ａ、２１ｂと指向性アンテナ２１ｃ、２１ｄとの間の長さ３０２ｂは
例えば当該受信手段が受信する高周波信号の搬送波の４分の１の長さ程度に設定されてい
る。
当該指向性アンテナ２１ａ～２１ｄの指向性の方向を付近に存在する発信手段の方向に向
けると、当該指向性アンテナ２１ａ～２１ｄの中心線が当該発信手段の方向と一致してい
る時は各指向性アンテナに入力する当該高周波信号の搬送波の位相は完全に一致しており
これらの指向性アンテナを切替えて受信した高周波信号の搬送波の位相差は僅少であるが
、当該中心線が当該発信手段の方向からづれると当該指向性アンテナを切替えた際の当該
搬送波の位相差が大きくなる。
例えば、当該中心線が当該発信手段の方向から左右にずれると、指向性アンテナ２１ａと
２１ｂとの間と指向性アンテナ２１ｃと２１ｄとの間の当該搬送波の位相差は僅少である
が、指向性アンテナ２１ａと２１ｄとの間と指向性アンテナ２１ｂと２１ｃの間の当該搬
送波の位相差は大きくなる。４基の指向性アンテナの間隔は当該高周波信号の４分の１波
長に設定されているので、当該中心線の方向が当該発信手段の方向から左右に±９０°づ
れたとき当該搬送波の位相差が±９０°づれることになる。
逆に、当該中心線が当該発信手段の方向から上下にずれると、指向性アンテナ２１ａと２
１ｄとの間と指向性アンテナ２１ｂと２１ｃとの間の当該搬送波の位相差は僅少であるが
、指向性アンテナ２１ａと２１ｂとの間と指向性アンテナ２１ｃと２１ｄの間の当該搬送
波の位相差は大きくなる。４基の指向性アンテナの間隔は当該高周波信号の４分の１波長
に設定されているので、当該中心線の方向が当該発信手段の方向から上下に±９０°づれ
たとき当該搬送波の位相差が±９０°づれることになる。
なお、方位を精度良く検知する為には当該受信手段２のアンテナ３２ａと３２ｂの間のア
イソレーションを高めることで測定の精度を高められることが実験で確かめられている。
一方、対角線上にある指向性アンテナ２１ａと２１ｃとの間と指向性アンテナ２１ｂと２
１ｄとの間では左右あるいは上下の何れの方向にづれても当該搬送波の位相差が大きくづ
れることになる。
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当該高周波信号の搬送波の位相差を測定するとき位相差が±９０°を越えると当該中心線
の方向を特定するのが難しくなるのでこの範囲を越えないことが条件となるが、上記のよ
うに配列すると当該搬送波が後ろ方向から到来しない限りこの範囲を越えることはない。
当該搬送波が後ろ方向から到来する場合には、地磁気センサなどを補助的に用いて判定す
ることが可能である。
本発明の受信手段を方向者が懐中電灯を照らす要領で前方をサーチすると、発信手段が存
在する方向が精度よく測定できるので、当該発信手段のアンテナの指向性を安全な歩道に
沿って指向させれば、歩行者が当該発信手段の指向性の方向に沿って当該発信手段の方向
に正確に歩行できるので、安全な歩行が確保できることになる。
以上の説明では４基の指向性アンテナを用いるとしたが、２基以上の任意の組合せで目的
に応じた受信手段が実現できる。特に、当該指向性アンテナの間隔を当該搬送波の波長の
４分の１より大きくして例えば２分の１波長とすると、当該中心線の方向と当該発信手段
の方向が±３０°づれると、当該搬送波の位相差が±９０°になることから更に高精度の
測定が可能となる。
ここで、高周波信号の搬送波の周波数として２．４ＧＨｚ帯を用いると、指向性アンテナ
４基を装着するときでもレドームの直径が６ｃｍ程度となり、大型の懐中電灯と同程度の
大きさとなるので、歩行者が携帯して利用でき利便性が大なる歩行者支援のための装置が
実現できる。
また、当該受信手段２に発信手段への発信要求信号を発信する手段を搭載することで当該
発信手段を常時待ち受け状態にできるので、電波の有効利用を図ると共に、当該発信手段
の電力消費を低減し太陽電池などによって駆動することが可能となる。
また、当該受信手段２に重力センサーを組込み指向性アンテナの内左右方向に位置するも
のと上下方向にあるものとを識別することで当該受信手段を携帯する際に余分な注意を省
略できるメリットがでる。
また、当該受信手段２の複数のアンテナを位相合成しアンテナの指向性を制御して当該発
信手段を方向をサーチすることで取扱あるいは操作を容易にすることが可能となる。
また、当該受信手段２に複数のアンテナを設ける代わりに、発信手段側に複数のアンテナ
を設けアンテナ切換合成器により切換えて高周波信号を発信し、当該受信手段２において
単一あるいは複数のアンテナを用いて受信することによって発信手段側の複数のアンテナ
間で高周波信号の位相差を測定することによって当該発信手段が設置された方向を検知す
ることも可能である。
また、当該受信手段２の複数のアンテナを切替える際に切替順序を常に２１ａから順に２
１ｄまで一方向に切替える代わりに２１ｄから順に２１ａまで逆方向に切替えることを交
互に行い検出した位相差を差し引くことで、基準発振器の周波数変化あるいは回路の伝達
時間あるいは伝達位相の変化等によって生じる基礎的な誤差を削除することができる。
また、当該発信手段のアンテナが歩道に沿って設置されあるいは横断歩道の安全地帯に設
置された場合に、右側が危険で左側が安全であれば右側通行が可能であると判断して誘導
することで視覚障害者でも安全に歩行が可能となる。
また、当該受信手段２に設けられあるいは接続された表示装置あるいは音声装置において
予め設定された基準方向を当該受信手段２を所持しあるいは設置された移動主体が現在向
いている方向とし当該移動主体が目的として進行すべき方向を表示しあるいは指し示しあ
るいはアナウンスすることによって当該移動主体が方向転換を容易にすることができる。
また、当該受信手段２をヘッドランプ状に頭に装着しあるいは胸のベストに装着すること
でハンドフリーな使用が可能となる。
また、当該受信手段２のアンテナを２個並べると、２．４ＧＨｚの場合、幅が３ｃｍ、長
さが６ｃｍ程度となりめがねの大きさ程度となるので左右方向の検知にはめがね状に装着
することも可能である。
【実施例８】
【００１５】
　図８は本発明のアンテナ切替合成器の他の実施例を示す構成図であり、２１ａ、２１ｂ
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はアンテナ素子、２２はアンテナ切替合成器、２２３ａ、２２３ｂは遅延回路、２２４ａ
、２２４ｂはサーキュレータ、２２５はアンテナスイッチ、２２６は２分岐器、２２７は
相関器（Ｎ－１）、２２８ａ、２２８ｂ、２２８ｃは接続端子である。ここで、アンテナ
２１ａと２１ｂの間は高周波信号の搬送波の波長のλ／４とする。
本アンテナ切替合成器２２は、中継手段あるいはパッシブタグに対応するものであり、接
続端子２２８ａには発信手段が接続され、例えば、２．４ＧＨｚ帯でスペクトル拡散符号
（Ｎ）により拡散された高周波信号が印加されている。当該高周波信号は、２分岐器２２
６により２分岐され、サーキュレータ２２４ａ、２２４ｂを経由して、大部分は遅延回路
２２３ａ、２２３ｂで遅延されアンテナ２１ａ、２１ｂから空間に放射されるが、一部は
アンテナスイッチ２２５に回り込んでいる。
一方、アンテナ２１ａ、２１ｂで受信された高周波信号は、遅延線２２３ａ、２２３ｂで
遅延されサーキュレータ２２４ａ、２２４ｂを経由してアンテナスイッチ２２５により切
替えられ、３分岐器２２６ｂにより３分岐され各々相関器２２７ａ、２２７ｂ、２２７ｃ
により接続端子２２８ｅ、２２８ｆ、２２８ｇから入力されるスペクトル拡散符号との相
関がとられ、接続端子２２８ｂ、２２８ｃ、２２８ｄから出力されている。
接続端子２２８ａに印加された高周波信号（ＰｄＢｍ）の一部がアンテナスイッチ２２５
に回込む電力は、Ｐ－３ｄＢ－２０ｄＢ＝Ｐ－２３ｄＢ程度である。更に、相関器２２７
ａは接続端子２２８ａに印加されたペクトル拡散符号（Ｎ－１）との相関をとるように設
けられており、当該回り込む高周波信号はスペクトル拡散符号（Ｎ）により拡散されてい
るので、相関器２２７ａはスペクトル拡散符号（Ｎ）と（Ｎ－１）との相関をとることに
なり、当該回り込む高周波信号は１０ｌｏｇ（Ｗ１／Ｗ２）ｄＢの改善される。
ここで、Ｐは接続端子２２８ａに印加された高周波信号の電力であり１０ｍＷとし、Ｗ１
は発信手段のスペクトル拡散帯域であり５０ＭＨｚとし、Ｗ２は受信手段の中間周波信号
の帯域幅で１０Ｈｚとすると、接続端子２２８ｂに回り込む高周波信号の電力は、１０ｄ
Ｂｍ－２３ｄＢ－１０ｌｏｇ（５０ＭＨｚ／１０Ｈｚ）＝－８０ｄＢｍとなる。
遅延線２２３ａ、２２３ｂは、当該高周波信号がアンテナ２１ａ、２１ｂから空間に放射
され中継手段により中継されて再度アンテナ２１ａ、２１ｂで受信されサーキュレータ２
２４ａ、２２４ｂに到達した時に、スペクトル拡散符号（Ｎ）が（Ｎ－１）にまで遅れる
ようにするためのものであり、スペクトル拡散符号の１／２チップ分の遅延量が最低限必
要である。
中継手段が折返し中継の際に２０ｄＢの増幅度があるとし、発信手段と受信手段のアンテ
ナ２１ａ、２１ｂの利得が発信時１４ｄＢｉ、受信時９ｄＢｉ、中継手段のアンテナ利得
が受信時と発信時ともに１１ｄＢｉ、受信手段の最低入力レベルをー６０ｄＢｍとすると
、片道の許容損失は約６９ｄＢとなり、当該発信手段と中継手段との間の間隔は約３６ｍ
が許容される。
なお、遅延回路２２３ａ、２２３ｂによる遅延量は、スペクトル拡散符号の伝送速度を５
０Ｍｂｐｓとすると、２０ｎｓｅｃの半分の１０ｎｓｅｃ以上が必要である。
また、接続端子２２８ａには無変調の高周波信号を印加し中継手段でスペクトル拡散を行
い折り返しても同様な効果がえ得られるが、この場合には、遅延回路２２３ａ、２２３ｂ
は不要である。
また、接続端子２２８ａを複数の接続端子とし各々に異なるスペクトル拡散符号により拡
散された高周波信号を印加し２分岐器２２６を削除してサーキュレータ２２４ａと２２４
ｂに接続し、相関器（Ｎ－１）２２７のスペクトル拡散符号をアンテナスイッチ２２５と
連動させて当該発信手段側の２種類のスペクトル拡散符号に切替えることで同様な効果が
得られる。
【実施例９】
【００１６】
　図９は本発明の中継手段の実施例を示す構成図であり、１は中継手段、１１ａ、１１ｂ
は指向性アンテナ、１２１は帯域通過フイルタ、１２２は変調器、１２３は信号発生器、
１２４は増幅器、１０５はバッテリー、１０６は太陽電池、１０７は発光体、１０８ａ、
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１０８ｂは指向性パターンである。
中継手段１は発信手段の一つの形態であり受信した高周波信号を変調し増幅して再発信す
る。当該中継手段１は、指向性アンテナ１１ｂ、帯域通過フイルタ１２１、変調器１２２
、信号発生器１２３、増幅器１２４および指向性アンテナ１１ａから構成されている。
指向性アンテナ１１ａと１１ｂは、例えば、お互いに逆旋回の円偏波指向性アンテナであ
り必要な結合損が得られるように間隔を空けて設けられており、放射パターン１０８ａと
１０８ｂは通常平行する方向に向けられている。
当該指向性アンテナ１１ｂの出力端子は帯域通過フイルタ１２１により帯域が制限されて
変調器１２２に接続されており、当該変調器１２２において信号発生器１２３により生成
されたスペクトル拡散符号により拡散された副搬送波によって両側帯波変調され、当該変
調器１２２の出力は増幅器１２４により増幅されて指向性アンテナ１１ａから再発信され
る。
変調器１２２は例えばダブルバランスミキサーを用いた両側帯波変調器であり、スペクト
ル拡散された副搬送波を印加すると、中心周波数の両側に副搬送波の周波数だけ離れスペ
クトル拡散された高周波信号が生成される。この両側に現れる二つの高周波信号の関係は
お互いに直交関係にあり、この関係により当該中継手段１と受信手段との距離が検知でき
ることになる。なお、当該変調器１２２の変調方式は両側帯波変調に限らず直交している
複数の搬送波が生成できる方式であれば良く、受信した高周波信号がすでに直交している
複数の搬送波を含んでいれば任意の変調方式で良い。
当該中継手段１に受信機と制御器を組込み外部の発信手段あるいは携帯電話機などから受
信した信号により起動させあるいは間欠動作させることで、常時動作状態にするのに比較
して電力の消費を削減することができる。
当該指向性アンテナ１１ａから変調された高周波信号を再発信するとその一部は空間で結
合して指向性アンテナ１１ｂにより受信される。変調器１２２を両側帯波変調すると当該
帯域通過フイルタ１２１の通過帯域幅の外に追いやることができ帯域通過フイルタ１２１
により大部分が阻止されるので、増幅器１２４の利得が当該帯域通過フイルタ１２１の減
衰量より少ない限り相互干渉あるいは寄生発振などを防止することができる。
指向性アンテナ１１ａと１１ｂの利得をそれぞれＧ１ｄＢとし、両者間の結合損をＬ０ｄ
Ｂとし、指向性アンテナ１１ａから発信される高周波信号の変調後の帯域幅をＷ１（ＭＨ
ｚ）とし帯域通過フイルタ１２１の帯域幅をＷ２（ＭＨｚ）とするといわゆるプロセス利
得ＰＧは、ＰＧ＝１０×ｌｏｇ（Ｗ１／Ｗ２）ｄＢとなり、増幅器１２４の利得をＧ２ｄ
Ｂとすると、当該指向性アンテナ１１ａから発信した高周波信号が指向性アンテナ１１ｂ
に回り込む割合即ち結合損Ｌは、Ｌ＝Ｌ０＋１０×ｌｏｇ（Ｗ２／Ｗ１）＋Ｓ　（ｄＢ）
となる。ここで、Ｓは右旋回と左旋回の指向性アンテナ１１ａと１１ｂとの間の結合損で
あり１０ｄＢ程度が確保できる。
指向性アンテナ１１ａと１１ｂの間隔を半波長程度とするとＬ０＝２２ｄＢとなり、プロ
セス利得をＰＧ＝Ｗ１／Ｗ２＝１００＝２０ｄＢとし、右旋回と左旋回のアンテナ間の結
合損が１０ｄＢ程度とすると、Ｌ＝２２＋２０＋１０＝５２ｄＢとなるので、増幅器１２
４の利得として４７ｄＢ程度が確保できる。
携帯端末が発信する高周波電力が当該中継手段１により折り返されて再び携帯端末で受信
されるまでの伝送損失Ｔは、Ｔ＝２×２０×ｌｏｇ（Ｄ／λ）ー２Ｇ１ーＧ２となる。こ
こで、Ｄ＝携帯端末と当該中継手段１との間の距離であり２．４ＧＨｚ帯で距離が２４ｍ
の時約６８ｄＢとなることから、Ｔ＝２×６８－２×９ｄＢー４７ｄＢ＝７１ｄＢとなり
、この値は丁度片道の伝送損失６８ｄＢとほぼ同じであることから、あたかも当該中継手
段１が自ら高周波信号を発信した場合と等価になる。
一方、太陽電池１０６により発電された電力はバッテリー１０５に蓄電され各部に電力を
供給し、発光体１０７は夜間に当該中継手段１の存在を示しあるいは変調器１２２が起動
されたこと等を示すために間欠点灯させる他は、発信手段と同様な効果が得られる。
また、当該変調器１２２において、スペクトル拡散された副搬送波信号を用いて振幅変調
あるいは両側帯波変調を行なうことでスペクトル拡散された直交する複数の搬送波を有す
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る高周波信号を出力でき、当該中継手段と受信手段の間の距離の検知が可能となる。両側
帯波変調器として当該高周波信号の周波数帯域で直接動作するダブルバランスミキサーを
用いることで回路が単純化できる。
また、当該増幅器１２４の出力の１部を直接帯域通過フイルタ１２１の入力に可変移相器
および可変減衰器を介して結合し、当該指向性アンテナ１１ａの出力が指向性アンテナ１
１ｂに直接回りこみ干渉する程度を監視し、当該移相器の位相を制御して回り込みをキャ
ンセルすることもできる。
また、当該信号発生器１２３において生成する変調信号あるいは副搬送波あるいはスペク
トル拡散符号に当該中継手段１の識別番号あるいは識別符号あるいはデータを含めること
が可能であり、あるいは当該中継手段１の遅れ時間をデータとして含むことができる。
また、当該中継手段１を広帯域のストレートアンプとし、当該増幅器の増幅度を当該指向
性アンテナ１１ａと１１ｂ間のアイソレーションより小さく設定することで、遅延時間が
限りなく小さくできる。
【００１７】
　以上の説明では、数値制御発振器を用いるよう説明しているがデジタルＰＬＬ回路を用
いるなど等価な方法によっても同様な効果が得られる。
また、自己相関器としてデジタル方式について説明したが、アナログ方式を用いても同様
な効果が得られる。
また、当該発信手段から超音波トランスデューサーあるいは超音波送波器を用いて超音波
信号を発信し、当該受信手段において超音波トランスデューサーあるいは超音波受波器を
用いて超音波信号を受信し、あるいは当該発信手段において発光ダイオードあるいはレー
ザーダイオードを用いて光信号を発信し当該受信手段においてホトダイオードを用いて光
信号を受信することでも同様な効果が得られる。なお、本出願では、超音波トランスデュ
ーサーあるいは超音波送受波器と発光ダイオードあるいはレーザーダイオードあるいはホ
トダイオードを総称して送受波器と呼称するものとする。
また、スペクトル拡散を行なわず無変調あるいはアナログ信号あるいはデジタル信号によ
り変調された高周波信号の搬送波の位相差を複数のアンテナを切替えて測定することでも
同様な効果が得られる。
また、当該発信手段あるいは中継手段においてスペクトル拡散符号を超音波信号あるいは
高周波信号あるいは光信号に直接変換して発信しても同様な効果が得られる。
また、複数のアンテナを切替える代わりに、複数のアンテナに対応する受信手段を個別に
設けて受信手段間の位相差を測定することでも同様な効果が得られる。
また、当該携帯端末の周辺に歩行者等の障害物が存在するとアクテイブタグからの発信さ
れる超音波信号あるいは高周波信号あるいは光信号が遮蔽される場合がありあるいは反射
されてマルチパスによる誤差の原因になるので、アクテイブタグに指向性が鋭い指向性ア
ンテナを用い比較的に高い位置に設置し上方より吹き降ろす形指向性を向けることが望ま
しい。
また、複数のアンテナあるいは送受波器がケーブルにより直列あるいは並列に接続されあ
るいは漏洩ケーブルを構成し歩行者あるいは移動体の進行方向に沿って設置しあるいは特
定エリアの周辺部に設置することで進行方向の誘導あるいは特定エリアのガイダンスを効
果的に行うことができる。
また、当該発信手段において生成した光信号を当該高周波信号を副搬送波として変調し空
間に放射し当該受信手段において受信した光信号から当該高周波信号を復調することで方
向と距離が検知できる。
また、当該発信手段を太陽電池と蓄電用コンデンサとの一体構造とし薄型構造の防水筐体
に収納することで道路表面に埋設しあるいは輸送物体の表面に貼付けることが長時間の連
続運用ができる。
また、当該各手段が衛星を含む飛行物体あるいは自動車あるいは歩行者あるいはロボット
を含む移動物体に搭載されあるいは装着されあるいは携帯されても同様な効果が得られる
。
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また、当該複数のアンテナを切替合成器により少なくとも２群に分けて出力し当該２群間
の相関を求めることでも同様な効果が得られる。
また、当該受信手段あるいは発信手段あるいは中継手段あるいはこれらの任意の組合わせ
が複数のアンテナを有する場合、一つの手段の複数のアンテナが切替られる場合に他の手
段の複数のアンテナを固定することで方向あるいは距離の検知を容易にしあるいは検知精
度を維持できる。
また、当該発信手段が衝撃により発電する素子等とともにゴルフあるいは野球などの球技
用ボールに組込むことで打球時あるいは蹴球時の衝撃で高周波信号の発信を起動し当該ボ
ールの軌跡を正確に追跡することができる。
また、当該発信手段のアンテナが球形あるいは楕円球形であり内部に回路部品を組込むこ
とで不要な高周波信号が外部に漏洩するのを抑制できる構造となる。
また、当該発信手段あるいは中継手段において商用電源から電磁誘導により供給される電
力あるいは電子レンジあるいは発振器などから放射される２．４ＧＨｚ帯の高周波電力あ
るいは外部から加えられる振動あるいは衝撃のエネルギにより蓄電用コンデンサあるいは
電池を充電することで連続運転が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の一実施例を示す概念図である。
【図２】本発明の他の実施例を示す概念図である。
【図３】本発明の他の実施例を示す概念図である。
【図４】本発明の受信手段の実施例示す構成図である。
【図５】本発明の信号検出器の実施例を示す構成図である。
【図６】本発明の発信手段の実施例を示す構成図である。
【図７】本発明の受信手段の構成例を示す斜視図である。
【図８】本発明のアンテナ切替合成器の実施例を示す構成図である。
【図９】本発明の中継手段の実施例を示す構成図である。
【符号の説明】
【００１９】
１　　　　　　　　　　　　　　　　　発信手段
２　　　　　　　　　　　　　　　　　受信手段
１１、１１ａ、１１ｂ　　　　　　　　指向性アンテナ
２１ａ、２１ｂ、２１ｃ、２１ｄ　　　指向性アンテナ
２２、２２ａ　　　　　　　　　　　　アンテナ切替合成器
２３　　　　　　　　　　　　　　　　受信機
２４　　　　　　　　　　　　　　　　信号検出制御部
２５　　　　　　　　　　　　　　　　操作表示部
３１、　　　　　　　　　　　　　　　発信手段１のアンテナの指向性パターン
３１ａ、３１ｂ　　　　　　　　　　　発信手段１から受信手段２のアンテナ２１ａと２
１ｂおよび２１ｃと２１ｄへ向けた方向線
３１ｃ、３１ｄ、３１ｅ　　　　　　　発信手段１から反射物４１ｂへおよび反射物４１
ｂから受信手段２のアンテナ２１ａと２１ｂおよび２１ｃと２１ｄへ向けた方向線
３２ａ、３２ｂ、３１ｃ、３１ｄ　　　アンテナ２１ａと２１ｂおよび２１ｃと２１ｄの
指向性
３３ａ　　　　　　　　　　　　　　　指向性３１の延長線
３３ｂ、３３ｃ、３３ｄ、３３ｅ　　　引出線
３４ａ、３４ｂ、３４ｃ、３４ｄ　　　寸法線
４１ａ　　　　　　　　　　　　　　　遮蔽物
４１ｂ　　　　　　　　　　　　　　　反射物
４２ａ　　　　　　　　　　　　　　　反射物から発信手段１を仰ぐ角度
４２ｂ　　　　　　　　　　　　　　　受信手段２から反射物４１ｂを仰ぐ角度
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５１　　　　　　　　　　　　　　　　発信手段が生成するスペルトル拡散符号
５２　　　　　　　　　　　　　　　　シフトレジスタ
５３　　　　　　　　　　　　　　　　１周期分の固定相関器
５４　　　　　　　　　　　　　　　　ΣＳｉｎ積和演算器
５５　　　　　　　　　　　　　　　　ΣＣｏｓ積和演算器
５６　　　　　　　　　　　　　　　　発信手段と受信手段の間の遅延時間
５７　　　　　　　　　　　　　　　　振幅スペクトル検出器
５８　　　　　　　　　　　　　　　　位相スペクトル検出器
５９、６０　　　　　　　　　　　　　接続端子
６１　　　　　　　　　　　　　　　　アナログデジタル変換器
６２　　　　　　　　　　　　　　　　信号検出器
６３　　　　　　　　　　　　　　　　基準発振器
１０１　　　　　　　　　　　　　　　アンテナスイッチ
１０２　　　　　　　　　　　　　　　送信機
１０３　　　　　　　　　　　　　　　受信機
１０４　　　　　　　　　　　　　　　制御部
１０５　　　　　　　　　　　　　　　バッテリー
１０６　　　　　　　　　　　　　　　太陽電池
１０７　　　　　　　　　　　　　　　発光ダイオード
１０８、１０８ａ、１０８ｂ　　　　　指向性パターン
１２１　　　　　　　　　　　　　　　帯域通過フイルタ
１２２　　　　　　　　　　　　　　　変調器
１２３　　　　　　　　　　　　　　　信号発生器
１２４　　　　　　　　　　　　　　　増幅器
２０１、２０２、２０３　　　　　　　接続端子
２２３ａ、２２３ｂ　　　　　　　　　遅延回路
２２４ａ、２２４ｂ　　　　　　　　　サーキュレータ
２２５　　　　　　　　　　　　　　　アンテナスイッチ
２２６　　　　　　　　　　　　　　　分岐器
２２７　　　　　　　　　　　　　　　相関器（Ｎ－１）
２２８ａ、２２８ｂ、２２８ｃ　　　　接続端子
３０１　　　　　　　　　　　　　　　アンテナ用レドーム
３０２ａ、３０２ｂ　　　　　　　　　アンテナ間隔
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】
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